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中小企業中小企業中小企業中小企業におけるにおけるにおけるにおける消費税実態調査消費税実態調査消費税実態調査消費税実態調査 （中小企業庁2002年調査より作成）

１、出荷･販売段階での消費税の転嫁状況 （単位：％）

一部を転嫁している
消費税分はほとんど転嫁で

きていない

1000万円以下 28.7 71.3 25.2 46.1

1000万円から1500万円 33.6 66.4 33.4 33.0

1500万円から2000万円 34.7 65.5 36.2 29.3

2000万円から2500万円 45.5 54.5 30.8 23.7

2500万円から3000万円 51.5 48.6 28.7 19.9

3000万円から5000万円 63.7 36.3 27.0 9.3

5000万円から1億円 72.7 27.2 22.2 5.0

1億円から2億円 74.2 25.7 20.3 5.4

2億円以上 83.8 16.1 12.3 3.8

２、免税事業者が課税事業者となる場合の消費税の転嫁 （単位：％）

一部しか転嫁できない ほとんど転嫁できない

1000万円以下 42.7 57.3 22.3 35.0

1000万円から1500万円 49.8 50.2 22.6 27.6

1500万円から2000万円 47.6 52.4 25.1 27.3

2000万円から2500万円 51.7 48.3 22.4 25.9

2500万円から3000万円 54.6 45.4 19.1 26.3

全体 47.7 52.3 22.6 29.7

仕入･購入段階の消費税分
に加え、自らの納税負担部
分の全てを転嫁している

完全な転嫁はできていない売り上げ階級

ほぼ全て転嫁できる 完全な転嫁はできない売り上げ階級


